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Ⅰ．委託業務の目的、達成目標等 
１．１ 委託業務の目的 

本事業は、「統括部局」の機能を強化し、学部・研究科等の各研究組織

での管理が進みつつある研究設備・機器を、研究機関全体の研究基盤とし

て戦略的に導入・更新・共用する仕組みを強化（コアファシリティ化）す

る。 

金沢大学（以下、「本学」という。）では、大学改革に直結した戦略

的・効率的な研究基盤整備の実現のため、既存の設備共同利用統括組織で

ある設備共同利用推進室の機能を拡大・再編した研究基盤統括本部を新設

し、研究基盤を担う学内施設・共用設備・人的資源の統括を図る。 
 
１．２ 本事業における達成目標、達成された時の姿 

研究基盤統括本部を中心とした研究設備の全学共用体制への再編を達成

する。本目標の達成のため、大学戦略で立案した施策に基づいた学内施

設・共用設備・人的資源の一元化、技術職員・URA が主体的に活躍する仕

組みの確立、技術職員・URA の高度化、多年度積立システムを基軸とした

自立的な財政基盤の整備、本学をハブとした北陸地域を包摂する設備・技

術人材ネットワークの構築を行うことで、データサイエンスを組み入れた

学問・産学・地域の３つの融合を機動的に動かす体制を確立する。 
 
１．３ これまでの取組と解決すべき課題 

①これまでの取組 

１）若手研究者の育成・支援 

本学では、次世代融合型人材の育成を目標に掲げ、平成２３年度より

若手研究者の育成・支援としてテニュアトラック制度やスタートアップ

研究費等を導入している。さらに、若手 PI、テニュアトラック助教のポ

ストを多数確保することで、若手常勤研究者が大幅に増加し、次世代の

核となっている。 

２）URA の導入･活用、研究支援機能の強化 

研究支援機能の強化として、平成１９年度に全国に先駆けて URA を配

置し、主幹校として「RA 協議会」を設立し、運営に携わってきた。また、

研究設備・機器の管理・運用の人的支援体制として、平成２９年度に全

学の技術職員を集約・組織化した総合技術部を全国に先駆けて設置した。 

３）研究グループの組織化 
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先端計測技術を先鋭化して、平成２７年度に「新学術創成研究機構」、

平成２９年度に世界トップレベル研究拠点プログラム「ナノ生命科学研

究所」を設立し、国際的融合研究の基盤を整備した。 

４）設備共同利用の運営体制構築と強化 

本学では、平成２３年度に採択された｢設備サポートセンター整備事

業｣の運営にあたり、大学の経営・研究戦略に基づいた研究設備の運用、

共用化を統括する組織として設備共同利用推進室を設置した。平成２９

年度からは「新たな共用システム導入支援プログラム」を実施し、部局

を越えた共用設備の管理・運営と、融合研究や新学術分野の創成を強化

するために、研究設備の共同利用を実行する角間設備共同利用プラット

フォームと宝町・鶴間設備共同利用プラットフォームを設置した。また、

同年度に共用設備の課金制度を導入した。 

 

②現状と解決すべき課題 

①の取組により常勤の若手研究者が全国的に見て大きく増加し、国際的

な新分野創成・融合研究創出のための基盤の構築が達成された。一方、大

都市圏の大学と比較すると、研究設備に関わる地域ネットワークとアクセ

スに課題があり、組織面では研究基盤の戦略的かつ効率的運用や経営戦略

型人材の育成が課題である。 
 
１．４ 目標達成に向けた戦略 

令和２年度に研究基盤統括本部を設置し、以下の７つの戦略を実施する

ことで１.２の目標を達成する。 

①大学戦略と紐づけたエビデンスに基づく立案・導入・更新システムの確

立 

 共用設備に関する全学体制において、既存の設備共同利用オンライン

システムの機能を拡張し、大学戦略と紐づけたエビデンスに基づく立

案・導入・更新のシステムを確立する。 

・設備共同利用オンラインシステムの機能拡張（令和２年度）、改修・

運営（令和３年度以降） 

・測定・研究データの管理・公開・共有基盤の構築と運営（令和２年度

以降） 

②北陸ファシリティ・技術人材ネットワークの構築 

 本学をハブとし、北陸地域の研究機関と北陸ファシリティ・技術人材

ネットワークを構築し、各機関の共用設備と技術職員の公開と共有、技
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術職員間での機関を越えた技術伝承、共用設備利用促進による収益化に

取り組む。 

・北陸ファシリティ・技術人材ネットワーク構築（令和２年度）、運

営・拡大・利用開放（令和３年度以降） 

③目的積立金を活用した多年度積立システム 

 全国に先駆けて、目的積立金を活用した設備利用料の多年度積立シス

テムを確立し、自主的な設備メンテナンスを可能にする。 

・多年度積立システム構築（令和２年度）、運営（令和３年度以降） 

④産学官金コンソーシアムとの連携と資金運用 

 本学メインバンクの北陸銀行が参画する産官学金コンソーシアムと連

携し、設備の利用開放と資金運用により収益率を高める。 

・財務システム構築（令和２、３年度）、運営（令和４年度以降） 

⑤産学／産産協創オープン技術ラボの新設 

 アンダーワンルーフ型の産学／産産協創オープン技術ラボを新設し、

本学と企業の技術者の交流・技術研鑽を行う。 

・産学／産産協創オープン技術ラボの構築(令和２、３年度)、運営・利

用拡大（令和４年度以降） 

⑥卓越技術職員・エバンジェリスト及び熟練職員・マイスター認定制度と

技術職員の育成 

 新規技術職となるエバンジェリスト及びマイスターの新設と認定制度、

技術人材育成プログラムを構築する。 

・新規技術職の新設と認定制度の構築（令和２、３、４年度）、認定制

度運営（令和５年度以降) 

・技術人材育成プログラムの構築（令和２、３年度）、運営・人材育成

（令和４年度以降） 

⑦年功序列給から能力重視給への質的転換 

 技術職員、URA を主対象とする経営戦略型人材の育成と能力重視給の

導入を行う。 

・能力重視型評価制度の構築（令和２、３、４年度）、運営（令和５年

度以降） 

・次世代経営戦略型人材育成プログラム（令和２、３年度）、運営・人

材育成（令和４年度以降） 
 
１．５ 研究機関全体としての研究基盤の整備・運用方針 
（ⅰ)経営戦略における研究基盤の整備・運用方針 

本事業において、本学の研究共用設備・機器を統括する研究基盤統括本
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部を設置し、KPI や評価指標等のエビデンスに基づく施策立案・運用の仕

組み、技術職員・URA の活用と高度化、北陸地域を包摂する設備共用ネッ

トワークの構築を行う。具体的には、コアファシリティを整備・発展させ

るために、以下の４つの施策に取り組み、一万人規模の総合大学を代表す

るモデル事業として、研究設備の共用方針・体制を全国に先駆けて実現し、

学問・産学・地域の３つの融合を推進する。 

①研究基盤を担う学内施設・共用設備・人的資源の一元化 

学内支援組織を共用設備、ライフサイエンス、ものづくり、AI・デー

タサイエンスの４つのプラットフォームに統合して、若手研究者や地域

の研究機関に向けて共用化する。研究基盤統括本部への技術職員と URA
の集約に加えて、人事課と連携した能力給の抜本的導入と次世代経営戦

略型人材育成プログラムの新設を軸に組織改革する。 

②最先端計測設備の共用化促進と卓越技術職員の育成 

本学が世界に誇る WPI 拠点（高速 AFM）と連携して、世界トップ水

準をターゲットとした新技術職の新設と育成システムを構築する｡ 

③外部機関と連携したワンストップ体制の構築 

アンダーワンルーフ型の産学／産産協創オープン技術ラボを新設し、

学内外の世界最新の共用設備をワンストップで利用できる体制を整える。 

④自立的な財政基盤の整備 

財務部と連携して目的積立金等を活用した多年度積立システムを新設す

る。さらに共用設備等の利便性を強化し、本学の産学官金コンソーシアム

と連携した利用開放と資金運用により収益率を向上させる。 
 
Ⅱ．令和５年度の実施内容 
２．１ 実施計画 
（ⅰ）委託機関（代表機関）の業務 

①構築するコアファシリティの組織体制・仕組み 

１）コアファシリティの組織体制 

令和５年度も引き続き、研究担当理事直轄下に設置した研究基盤統括

本部による研究基盤に係る事業・人材・情報の統括・マネジメントを行

う。なお、研究基盤統括本部には以下の４つのグループを設置し、配置

するスタッフの業務内容を以下に示す。なお、URA１名、技術職員１名、

技術補佐員２名、技能補佐員１名、事務補佐員５名（うち１名派遣）を

本事業で雇用する。 

・戦略立案・融合研究促進部門 

専任教員、主任技術職員：研究基盤のマネジメント、施策立案 
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URA：共用設備利用と生産性等のデータ分析、経営戦略の企画 

産学連携コーディネーター：企業ニーズと共用事業をつなぎ、産学

共同研究を推進 

事務補佐員：北陸ファシリティ・技術支援ネットワーク（KUCOS）
の利用支援、財務マネジメントシステムの運営補助、各プラットフ

ォームにおける事務処理 

・研究教育支援・技術開発部門 

技術専門員、技術専門職員、技術職員、技術補佐員、技能補佐員：

研究設備の管理、技術支援、ユーザーサポート、保守メンテナンス、

北陸ファシリティ・技術支援ネットワークの運営 

・人材育成部門 

教員（URA）、技術専門員、技術専門職員：技術人材育成プログラ

ム、次世代経営型戦略人材育成プログラム構築・運営 

・環境・安全衛生・廃棄物管理部門 

専任教員：環境保全に関する調査・研究・教育、環境保全のための

査察と指導 

主任技術職員：廃液処理施設の管理運営、RI・核燃に係わる施設の

運営、RI・核燃・X 線使用者の健康診断、RI・核燃の管理・廃棄 

 

２）研究基盤統括本部による研究基盤支援の内容 

令和５年度も引き続き、以下プラットフォーム（PF）を基軸とした研

究基盤支援を行う。 

・研究基盤共用・機器分析受託プラットフォーム  

研究設備の共用化と運営を実施する。学内外の機器分析に関する技

術的相談、斡旋等のニーズに対応する。 

・ライフサイエンスプラットフォーム  

遺伝子から細胞、実験動物の研究設備を対象として、細胞やたんぱ

く質の解析、マウス保定、組織標本作製等による形態解析、動物用

CT、RI を用いたイメージング等の研究支援を提供する。 

・ものづくり受託プラットフォーム 

学内共同利用施設の技術支援センターに集約したものづくり設備を

共用・運営する。金属の部品加工、装置の設計製作、３D プリンタ等

を用いた樹脂製品、工作機械・工具の講習・利用支援を実施する。 

・データマネジメント・ビッグデータ解析受託プラットフォーム 

研究データの解析及び管理基盤を所掌し、ディープラーニングや統

計手法を用いた数値解析や画像解析サービスを提供する。共用設備の
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測定・研究データの管理・共有・公開基盤の構築と運営をする。 

４つのプラットフォームの相互連携により、本学が推進するナノプロ

ーブ生命科学、自動運転、AI ホスピタル等の新興・融合分野の課題を支

援する。 

 

３）コアファシリティを整備・発展させるための仕組み 

・設備共同利用推進総合システム（Kanazawa University Corefacilites 
Operation System, KUCOS）の運営と機能改修 

令和５年度も引き続き、既存の KUCOS を運用し、大学戦略と紐づ

けたエビデンスに基づいて、電子顕微鏡、核磁気共鳴装置、質量分析

装置、細胞解析分離装置、X 線回折装置、光電子分光装置などの保守管

理、利用管理を行いつつ、その利用データを設備立案・導入・更新根

拠に資する。設備の新規登録や発生工学支援サービスなどの新規サー

ビスの開始、多様化する利用料金制度に対応するために、適切に本オ

ンラインシステムを改修する。 

・測定・研究データの管理・共有・公開基盤の運営 

令和４年度に試行を進めた共用設備測定データ等のセキュアな管理、

共有、公開を可能にする学術データ管理基盤システムを、ユーザーか

らの意見を取り入れて改修しつつ運用を行う。本システムが基盤とし

ている GakuNIN RDM（研究データ管理基盤）を管理する国立情報学

研究所(NII)への情報提供と改修の要望を行うとともに、GakuNIN 
RDM を利用する機関等と適切に連携を行う。 

・北陸ファシリティ・技術人材ネットワークの運営と拡大 

令和５年度も引き続き、本学をハブ校として北陸ファシリティ・技

術人材ネットワーク内での共用設備の利用促進、技術人材の交流を行

うとともに、ネットワークを拡大する。また、北陸ファシリティ・技

術人材ネットワークの共同利用設備を掲載したデータベースを、最新

の情報に更新するとともに、各機関の特徴が設備ユーザーに伝わるよ

うに、適切に機能改修する。また、この取組の深化と発展のため、北

陸ファシリティ・技術人材ネットワークシンポジウムを開催する。 

・目的積立金等を活用した多年度積立システムの運用 

令和５年度も、多年度積立システムの運用を行い、研究基盤の安定

的な維持に必要な資金の計画的な運用を進める。 

・産学官金コンソーシアムとの連携と資金運用 
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令和５年度も引き続き、本学メインバンクの北陸銀行が参画する産

学官金コンソーシアムとの連携を進め、本学共用設備・施設の利用を

開放する。 

・産学／産産協創オープン技術ラボの新設 

令和５年度も引き続き、本学と企業の技術者・実務担当者が技術交

流や研鑽活動を通して融合的に活躍するアンダーワンルーフ型の産学

／産産協創オープン技術ラボの運営・利用拡大を進める。 

 

②技術職員・マネジメント人材等の活躍促進に向けた取組 

研究基盤統括本部に属する技術職員、主任技術職員、技術専門職員、

技術専門員と URA が切磋琢磨する環境整備の一環として、能力重視型

の評価制度の導入と新規技術職の運用、高度経営人材を見据えた「金沢

大学式キャリアパス」を適切な修正を行いつつ運営する。 

・エバンジェリスト・マイスター認定制度の運用と技術職員の育成 

令和５年度も、エバンジェリスト・マイスター認定制度の運用を行

い、令和６年度に向けた新規技術職員の審査を行うとともに、卓越技

術職員育成のための「技術人材育成プログラム」を実施する。また、

技術職員のスキルアップのために、令和４年度に引き続き、技術研修

会を開催し、協力機関等にも一部を公開する。 

・能力重視型の評価制度の運営 

令和５年度も引き続き、技術職員、主任技術職員、専門技術職員、

技術専門員、URA を主対象とした年功序列型から能力重視型への給与

体系導入のため、技術職員等が自らのキャリアパスの可視化を実現し

た能力重視型評価制度を運営する。 
・次世代経営戦略型人材育成プログラムの運営 

技術職員、URA を主対象とし、理事や学長補佐等の高度経営人材の

育成を目標とした「次世代経営戦略型人材育成プログラム」に基づい

た研修を行い、協力機関等にも一部を公開する。 

 

（ⅱ）協力機関の取組 

協力機関（富山大学、福井大学、金沢医科大学、石川県工業試験場、

石川県警察科学捜査研究所、北陸先端科学技術大学院大学）は本学と協

力して北陸ファシリティ・技術人材ネットワークの運営と拡大を行う。

また、本学とともに参画機関の共用設備と技術人材のデータベースの運

営を行い、ネットワーク参画機関の研究設備の共同利用を推進する。ま

た、本学の技術職員等が中心となり、機関間の技術職員の交流活発化を
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図り、地域全体の研究力強化に貢献し得る技術の研修会等を本学ととも

に共同で開催する。他地域のコアファシリティネットワークとネットワ

ーク間連携も進める。こうした取組についてシンポジウムを開催して情

報共有と展開を図る。 

 

２．２ 成果・実績  
（ⅰ）委託機関（代表機関）の業務 

【機関名：金沢大学】 

①構築するコアファシリティの組織体制・仕組み 

１）コアファシリティの組織体制 

令和５年度も引き続き、研究担当理事直轄下に設置した研究基盤統括

本部による研究基盤に係る事業・人材・情報の統括・マネジメントを行

った。なお、研究基盤統括本部には以下の４つのグループを設置し、配

置したスタッフの業務内容を以下に示す。なお、URA１名、技術職員１

名、技術補佐員１名、事務補佐員７名（うち２名派遣）を本事業で雇用

した。 

・戦略立案・融合研究促進部門 

専任教員、主任技術職員：研究基盤のマネジメント、施策立案 

URA：共用設備利用と生産性等のデータ分析、経営戦略の企画 

産学連携コーディネーター：企業ニーズと共用事業をつなぎ、産学

共同研究を推進 

事務補佐員：北陸ファシリティ・技術支援ネットワーク（KUCOS）
の利用支援、財務マネジメントシステムの運営補助、各プラットフ

ォームにおける事務処理 

・研究教育支援・技術開発部門 

技術専門員、技術専門職員、技術職員、技術補佐員、技能補佐員：

研究設備の管理、技術支援、ユーザーサポート、保守メンテナンス、

北陸ファシリティ・技術支援ネットワークの運営 

・人材育成部門 

教員(URA)、技術専門員、技術専門職員：技術人材育成プログラム、

次世代経営型戦略人材育成プログラム構築・運営 

・環境・安全衛生・廃棄物管理部門 

専任教員：環境保全に関する調査・研究・教育、環境保全のための

査察と指導 

主任技術職員：廃液処理施設の管理運営、RI・核燃に係わる施設の

運営、RI・核燃・X 線使用者の健康診断、RI・核燃の管理・廃棄 
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２）研究基盤統括本部による研究基盤支援の内容 

令和５年度も引き続き、以下プラットフォーム（PF）を基軸とした

研究基盤支援を行った。 

・研究基盤共用・機器分析受託プラットフォーム  

研究設備の共用化と運営を実施した。学内外の機器分析に関する技

術的相談、斡旋等のニーズに対応した。 

・ライフサイエンスプラットフォーム  

遺伝子から細胞、実験動物の研究設備を対象として、細胞やたんぱ

く質の解析、マウス保定、組織標本作製等による形態解析、動物用 CT
機、RI を用いたイメージング等の研究支援を提供した。 

・ものづくり受託プラットフォーム 

学内共同利用施設の技術支援センターに集約したものづくり設備を

共用・運営した。金属の部品加工、装置の設計製作、３Dプリンタ等を

用いた樹脂製品、工作機械・工具の講習・利用支援を実施した。 

・データマネジメント・ビッグデータ解析受託プラットフォーム 

研究データの解析及び管理基盤を所掌し、ディープラーニングや統

計手法を用いた数値解析や画像解析サービスを提供した。共用設備の

測定・研究データの管理・共有・公開基盤の構築と運営をした。 

４つのプラットフォームの相互連携により、本学が推進するナノプ

ローブ生命科学、自動運転、AI ホスピタル等の新興・融合分野の課題

を支援した。相互連携が自主的に促進され、後述するような総合技術

部 EXPO ミニや東海・北陸地区国立大学法人等技術職員合同研修（機

械コース）が実施され、これらから、研究基盤統括本部の各プラット

フォームの要望やユーザー等の情報が得られ、それらを元にフィード

バックを行った。 

 

３）コアファシリティを整備・発展させるための仕組み 

・ 設 備 共 同 利 用 推 進 総 合 シ ス テ ム （ Kanazawa University 
Corefacilites Operation System, KUCOS）の運営と機能改修 

令和５年度も引き続き、既存の KUCOS を運用し、大学戦略と紐づ

けたエビデンスに基づいて、電子顕微鏡、核磁気共鳴装置、質量分析

装置、細胞解析分離装置、X 線回折装置、光電子分光装置、ナノ液体ク

ロマトシステムなどの保守管理、利用管理を行いつつ、その利用デー

タを設備立案・導入・更新根拠に資した。設備の新規登録や発生工学

支援サービスなどの新規サービスの開始、多様化する利用料金制度に
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対応するために、本オンラインシステムを利用料設定機能を強化した

形に改修した。 

・測定・研究データの管理・共有・公開基盤の運営 

令和４年度に試行を進めた共用設備測定データ等のセキュアな管理、

共有、公開を可能にする学術データ管理基盤システムを、ユーザーか

らの意見を取り入れて改修しつつ運用した。本システムが基盤として

いる GakuNIN RDM（研究データ管理基盤）を管理する国立情報学研

究所(NII)への情報提供とフォルダアップロード機能改修の要望を行っ

たとともに、GakuNIN RDM を利用する機関等とセミナーを共催する

などの連携を行った。 

 

 
図１ 第１回北陸地区 学術データ基盤セミナーの案内フライヤ

https://rcos.nii.ac.jp/RDM20240220/ 
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また、２月には「第１回北陸地区 学術データ基盤セミナー コア

ファリティ連携から研究データエコシステム構築を目指して」と題し

たセミナーの開催など新しい取組に展開した（図１）。 
・北陸ファシリティ・技術人材ネットワークの運営と拡大 

令和５年度も引き続き、本学をハブ校として北陸ファシリティ・技

術人材ネットワーク内での共用設備の利用促進、技術人材の交流を行

ったとともに、参画機関を４つ増やしてネットワークを１５機関に拡

大した。また、以上の北陸ファシリティ・技術人材ネットワークの共

同利用設備を掲載したデータベースを、最新の情報に更新したととも

に、各機関の特徴が設備ユーザーに伝わるように、検索キーワードを

追加する機能改修をした。また、この取組の深化と発展のため、「北

陸ファシリティ・技術人材ネットワーク ワークショップ」を８月２

８日に開催し（図２）、現地参加３１名、オンライン参加１０名によ

り各機関と設備共用に関する情報共有を進め、今後の展開を議論した。 

 
図２ 令和５年度に開催した北陸ファシリティ・技術人材ネットワー

ク ワークショップのプログラム 
 

・目的積立金等を活用した多年度積立システムの運用 
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令和５年度も、多年度積立システムの運用を行い、研究基盤の安定

的な維持に必要な資金の計画的な運用を進めた。登録設備数は１０７

から１２０に増加し、運用総額も９３百万円から１４４百万円へと順

調に増加した。本システムは、計画的な設備の保守・更新だけでなく、

突発的な故障に対処するための安定な財源としても機能している。 

・産学官金コンソーシアムとの連携と資金運用 

令和５年度も引き続き、本学メインバンクの北陸銀行が参画する産

学官金コンソーシアムとの連携を進め、本学共用設備・施設の利用を

開放した。 

・産学／産産協創オープン技術ラボの新設 

令和５年度も引き続き、本学と企業の技術者・実未担当者が技術交

流や研鑽活動を通して融合的に活躍するアンダーワンルーフ型の産学

／産産協創オープン技術ラボの運営・利用拡大を進めた。特にバイオ

マスグリーンイノベーションセンター(BGIC)が本格稼働を始め、産学

オープン技術ラボが拡大した。 

・能登半島地震に対する緊急対応 

令和６年１月１日、能登半島で M７．６の地震が発生し、学内の共

用設備・機器について多くの被害が発生した。本緊急案件に対して、

共用システムで構築したネットワークを活用し、被災から２週間程度

で被災施設及び設備・機器の調査把握を行い、少なくとも９設備に１

３百万円以上の補修費用が必要なことが判明した。緊急性の高い共用

設備に係る学内補正予算における復旧対応を実現した。本学の共用設

備・機器、施設管理者、修繕費、予算措置等が一元的に把握できるシ

ステム構築の大きな成果である。 

 

②技術職員・マネジメント人材等の活躍促進に向けた取組 

研究基盤統括本部に属する技術職員、主任技術職員、技術専門職員、

技術専門員と URA が切磋琢磨する環境整備の一環として、能力重視型

の評価制度の導入と新規技術職の運用、高度経営人材を見据えた「金沢

大学式キャリアパス」を適切な修正を行いつつ運営した。 
こうした取組も相まって、技術職員のマネジメント力も高まり、技術

職員が自主的に、学内に総合技術部のプレゼンスを示して、技術職員間

の情報交換の機会として、「総合技術部 EXPO ミニ」を初めて開催した

（図３左）。また、東海・北陸地区の技術職員を対象に、合同研修（機

械コース）を企画し、１２機関から１９名の参加者を迎えて開催した

（図３右）。 
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図３ 技術職員の自主企画による総合技術部 EXPO ミニのフライヤ（左）と東

海・北陸地区国立大学法人等技術職員合同研修（機械コース）プログラム（右） 

 

・エバンジェリスト・マイスター認定制度の運用と技術職員の育成 

令和５年度も、エバンジェリスト・マイスター認定制度の運用を行い、

令和６年度に向けた新規技術職員の審査を行うとともに、卓越技術職員育

成のための「技術人材育成プログラム」を実施した。また、技術職員のス

キルアップのために、令和４年度に引き続き、技術研修会を開催し、協力

機関等にも一部を公開した（表１）。 

・能力重視型の評価制度の運営 

令和５年度も引き続き、技術職員、主任技術職員、技術専門職員、技術

専門員、URA を主対象とした年功序列型から能力重視型への給与体系導入

のため、技術職員等が自らのキャリアパスの可視化を実現した能力重視型

評価制度の運営を進めた。 
・次世代経営戦略型人材育成プログラムの構築 

技術職員、URA を主対象とし、理事や学長補佐等の高度経営人材の育成

を目標とした「次世代経営戦略型人材育成プログラム」に基づいた研修を

○ 高度技術専門職員1級認定者講演
○ パネル展示
○ 制作物等展示
○ 技術相談カウンター設置

角間キャンパス
自然科学研究棟本館
ワークショ ッ プ1・ 101講義室
アカデミ ッ クプロムナード

主催： 金沢大学 総合技術部

事前申し込み不要

問合せ： 総合技術部EXPO実行委員会
E-mail： expo@tech.kanazawa-u.ac.jp

会
場
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行い、協力機関等にも一部を公開した。本プログラムは本事業開始時のコ

アスキルレベルから、管理者レベルのファシリテーション研修や採用面接

研修のレベルまでアップし、図３に挙げた例のように受講者による成果も

目に見える形に現れてきた。 

 

表１ 令和５年度実施・参加の技術研修会等 

 

種別 

 

日時 

 

テーマ 
学
外
公
開 

学
外
講
師 

技術研修会 令和６年３

月２７日 

総合技術部 EXPO ミニ - - 

技術研修会 令和６年３

月２１日、

２２日 

X 線光電子分光装置 講習会 ○ ○ 

次世代経営

戦略型人材

育成研修 

令和６年２

月２０日 

第１回北陸地区学術データ基盤セ

ミナー コアファシリティ連携か

ら研究データエコシステムの構築

を目指して 

○ ○ 

技術講習会 令和６年２

月３日 

ゲノミクス計測におけるデータ取

得・管理・解析 

○ - 

技術研修会 令和５年１

２月１４日 

10xGenomics 社 アーカイブサン

プルから始める空間的遺伝子発現

解析セミナー 

- ○ 

パネルディ

スカッショ

ン 

令和５年１

１月２６日 

技術職員が見える、技術力を魅せ

る 〜技術人材活用戦略「技術ス

キルの見える化」を考える〜 

○ ○ 

政策提言 令和５年１

０月２５日 

研究基盤協議会からの政策提言 ○ - 

ワークショ

ップ 

令和５年１

０月２４日 

研究基盤における地域ネットワー

クミーティング 

○ ○ 

パネルディ

スカッショ

ン 

令和５年１

１月２３日 

オールジャパンでの研究基盤エコ

システム構築に向けた横断的連携 

○ ○ 

技術講習会 令和５年１

１月２２日 

キーエンス BZ-X800(700) 操作

説明会 

- ○ 

技術研修会 令和５年１

０月２０日 

ミルテニー MACSQuant Tyto 
Cell Sorter 機器概要セミナー 

- ○ 
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表１（つづき） 令和５年度実施・参加の技術研修会等 

 

種別 

 

日時 

 

テーマ 
学
外
公
開 

学
外
講
師 

技術研修会 

 

令和５年１

０月５日 

ミルテニーバイオテク社 空間生

物学用マルチプレックスイメージ

ング装置  MACSima System 

機器概要セミナー 

- ○ 

技術講習会 令和５年５ 

月２３日〜

１０月２７

日 

計１２回 

マウス基本的取扱い手技講習 ○ - 

技術講習会 令和５年１

０月１８

日、２４

日、２６日 

基本実験手技講習 ○ - 

技術研修会 令和５年１

０月５日 

ミルテニーバイオテク社 空間生

物学用マルチプレックスイメージ

ング装置  MACSima System 

機器概要セミナー 

- ○ 

次世代経営

戦略型人材

育成研修 

令和５年９

月１９日 

研究基盤統括本部各ユニット間の

合意形成のためのファシリテーシ

ョン研修 

○ ○ 

セミナー 令和５年９

月１４日 

 

「研究機器・設備の共用の観点か

ら見た研究データ管理基盤の重要

性 ～金沢大学での構築事例をも

とに～」 

○ - 

技術研修会 令和５年８

月３０日、

９月１日 

令和５年度 東海・北陸地区国立

技術職員合同研修（機械コース） 

○ ○ 

ワークショ

プ 

令和５年８ 

月２８日 

北陸ファシリティ・技術人材ネッ

トワーク ワークショップ  

○ ○ 

技術講習会 令和５年８ 

月９日 

小中学生のためのものづくり教室 ○ - 

技術研修会 令和５年８ 

月３日 

BD シングルセル･サイエンスウェ

ビナー シングルセル解析から紐

解く肝疾患 Biology～細胞の分化

異常と肝内免疫環境に注目して～ 

- ○ 
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表１（つづき） 令和５年度実施・参加の技術研修会等 

 

種別 

 

日時 

 

テーマ 
学
外
公
開 

学
外
講
師 

次世代経営

戦略型人材

育成研修 

令和５年６ 

月〜９月 

研究基盤統括本部各ユニット人材

の採用面接研修 

- ○ 

技術研修会 令和５年７

月６日、１

３日、２０

日、２７日 

サイトカインアッセイ デモンス

トレーション 

- ○ 

次世代経営

戦略型人材

育成研修 

令和５年７ 

月２４日 

技術職員のスキル標準化とデータ

流通に向けて〜技術職員の見える

化と活躍促進〜 

○ ○ 

 

（ⅱ）協力機関の取組 

協力機関（富山大学、福井大学、金沢医科大学、石川県工業試験場、

石川県警察科学捜査研究所、北陸先端科学技術大学院大学）は本学と協

力して北陸ファシリティ・技術人材ネットワークの運営と拡大を行った。

令和５年度は（独法）中小企業基盤整備機構いしかわ大学連携インキュ

ベータ（i-BIRD）、福井県工業技術センター、富山県産業技術研究開発

センター、福井県立大学がネットワークに加わった。また、本学ととも

に参画機関の共用設備と技術人材のデータベースの運営を行い、ネット

ワーク参画機関の研究設備の共同利用を推進した結果、ネットワーク機

関内の共用設備と技術職員の登録数は４９８設備と９６名（部署）に充

実した。 

また、本学の技術職員等が中心となり、機関間の技術職員の交流活発

化を図り、地域全体の研究力強化に貢献し得る技術の研修会等を本学と

ともに共同で開催した。１０〜１２月には、リカレント教育講座「大規

模データ取得・管理・活用を進める技術人材」育成プログラムを開講し、

この中で北陸ファシリティネットワーク機関と協力してプログラム開発

と受講者募集を実施した（図４）。こうしたネットワーク内の頻繁な研

究基盤に関する情報交流もあり、ネットワーク加盟のすべての国立大学

と私立大学において、研究設備・機器の共用ポリシーが策定されて令和

５年度中に公開されている。また、研究データマネジメントポリシー

（本学では、学術データマネジメントポリシー）も、本学以外に、２大

学から公開済みである。 
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さらに、地域外のコアファシリティネットワークとネットワーク間連

携も進め、１月の研究基盤 EXPO 期間中におきなわオープンファシリテ

ィネットワーク主幹機関の琉球大学からの呼びかけに応じて、６ネット

ワークによる「研究基盤における地域ネットワークミーティング」に参

加するなど、各コアファシリティ採択機関ほかと設備共同利用や、その

ネットワーク運営に関するノウハウの共有を進めるとともに、今後の横

展開について議論した。 

 

図４ 金沢大学だけでなく、富山県立大学、石川県工業試験場、製品評価技

術基盤機構(NITE)などの北陸ファシリティ・技術人材ネットワークの設備を

用いて技術職員、URA が担当したリカレント教育プログラムの募集案内 

 
Ⅲ．問題点と課題解決に向けた取組 

令和５年度の事業実施は、コアファシリティ構築支援事業の構築から定着、

大規模データ取得・管理・活用を進める技術人材」
育成プログラム 受講者募集中

リアルタイムPCR
液体クロマトグラフ
質量分析計

電子顕微鏡

自動計測

遠隔操作

募集締切
2023年10月19日（フル参加受講者）

※2023年度の募集受付終了
2023年12月20日（部分参加受講者）

【 募集中】

開講時期
2023年10月～12月

コンテンツ
ITリテラシー、実験室倫理、コンビ
ナトリアル（大規模、高速、微量、
複合）計測技術、データ管理・活用

会場
金沢大学（西町サテライト、
角間キャンパス、宝町キャンパス）、
富山県立大学、石川県工業試験場

受講料
１万円（フル参加、部分参加とも）

＜社会⼈受講への配慮＞
・8割はオンライン受講可能
・対面は土曜に実施
・リテラシー編（ IT、計測、倫理）では
事前試験合格者は省略可

・各コンテンツの理解度チェックで質保証

受講資格は高等学校卒業以上です。導入編で
は、高等学校の理科のレベルから始めていま
す。また、開講期間中は水曜日18～20時にメ
ンターを配置し、サテライトキャンパスで気
軽に質問できる機会を用意しています。

高速原子間力顕微鏡

⽬的

⼤学等の最先端研究設備から⾃分の欲
しいデータを取得し活⽤できる⼈材へ

・ フル受講（ 今年度の募集は終了）
フル参加可能で企業内でDX化を目指す方
開発支援技術者を目指す方

・ 部分受講（ オンラインコンテンツのみ）
どなたでも

対象

カリキュラムの詳細は h ttp s: //b ig d a ta .w 3 . k a n azaw a-u . a c. j p /cu r r icu lu m /

申し込みは h ttp s: //fo rm s. g le /CUYffd s2 w FJCSh o8 6

これまでに研究しなかったことを簡単に調べられる！
しかしその⼈材は不⾜ しています。

本プログラムは、⽂部科学省「成⻑分野における即戦⼒ ⼈材輩出に向けたリカレント教育推進事業」として開

発されます。そのため、本年度に限り特別価格の受講料となります。

問い合わせ先 ⾦沢⼤学 リカレント教育「⼤規模データ」事務局( b ig d a ta -fssi@ m l. k a n a zaw a-u . a c. j p )

ビッグデータは、製造現場やサイバー空間だけでなく、実験
室でも簡単に取得できるようになりつつあります。そのため
研究開発の現場も大きく変わろうとしています。これまでは、
専門の分野で学ばないと取得できなかったようなデータが、
専門外の方も驚くほど簡単に得られるようになっています。
しかし我が国にはこれに対応する人材を育てるプログラムは
皆無であり、とくに先進的な研究室を卒業・修了するしか機
会がありません。

⾦沢⼤学では、 今、 そして今後需要の⾼まると予想される、
開発⽀援技術者を促成するリ カレント プログラムを提供し 、
受講者を募集します。 これまでに、実験室に接する機会のな
かった方にも就業のきっかけにできるように、その基礎知識
レベルから始めます。研究者を目指すものではなく、技術に
特化して、データ取得の現場で必要な知識と実習を主眼に置
きます。
導入編では技術的な背景を、実践編では、グリーン・バイ
オイノベーションに不可欠な化学系データベースの利用や、
電子顕微鏡、質量分析などの先端研究設備の利用、金沢大学
で開発された高速原子間力顕微鏡の利用を通して、小さなも
のを見る技術と、小さな質量を測る技術とその活用法を学び
ます。現在募集中の部分受講者の方は、オンデマンドで学習
頂きます。
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そして横展開の段階にあると認識のもとに進めたが、以下の３点の課題が事

業の進捗とともに新しく顕在化してきた。 
①共用設備数の劇的な増加により人件費すべての自走は困難 
②研究設備の更新と維持費の高騰が深刻化 
③理想的なレベルに達するまでの人材育成時間が不足 
また、令和６年能登半島地震の能登地域における被害は甚大であり、復興

に巨額の費用と長い時間がかかることが明らかになりつつある。本学の能登

地域の関連施設も例外ではなく、本事業で構築してきた研究基盤を役立てる

べき課題の一つと考えている。 
一方で、全学的な取組が進んだことにより、研究基盤に対する理解が深ま

り、学内組織間における情報共有の速度は速くなってきた。北陸地域の他機

関との関係についても同様である。今後は、地域内外の他ネットワーク機関

との情報共有や、問題点解決のノウハウの展開が可能になると考えている。

これらの実現には、研究 DX 化や高性能設備の導入と同時に、そこから生ま

れるデータを活用できる技術人材を確保・育成することが重要な取組となる

と考える。 


